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subject to Ax+ By-bE T , xE S 
に拡張してその双対定理を証明した。これは現在までに得られている複素二次計画問題では最も広い
定式化で，他の人達による双対性の結果は全て上述の双対定理の特別な場合として導くことができる
(第 3 節 1 )。更に上の計画問題の特別な場合で自己双対になるものを見出しその自己双対定理を証明





minimize Re[f( z, z) ] 
subject to g(z ， z)εS 
とその双対問題に対する最適解をもつための十分条件と双対定理を目的関数f(z ， z) が擬凸で制約式の
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関数g(z ， z) が多面錐体S に関して凹である場合に拡張した。この面の研究ではよりゆるい条件のも
とで論ぜられることが期待される。最後に特殊な非線形計画問題
minimize Re [zHw(z)J 
subject to z E S , w(z)εS* 
を考え w:cn → cnが微分可能で正定値のヤコビアン D zw (z) をもっとき Re[z~w(zo)J= 0 が許容解
(Zo ， Zo) の最適性の必要条件にもなることを簡明な証明で与えた。更に w (z)= Az+q とおいた計画問






に知られたどれよりも広い一般的な複素 2 次計画問題に対して双対定理を証明し(定理 3.4， 3.5) 
自己双対問題とその非線形への拡張をも指摘している。また解析関数の擬とつ性を定義し，これを用
いて，目的関数が擬とつで，制約式の関数が多面錐体に関し concave である複素非線形計画における
双対定理を証明した(定理4.2 ，4 .3) これは古典的な Kuhn- Tucker の双対定理 (1951) の複素空間への
analogue であるといえる。これらの業績は数理計画の分野に寄与するところが大きく博士論文として
価値あるものと認める。
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